
軍縮会議日本政府代表部が扱う主な国際枠組み

凡例：
※は政治的規範であって法的拘束力を伴う国際約束ではない。
点線枠は、最近新たに立ち上げられた枠組み。

大量破壊兵器

核兵器 生物兵器

核兵器不拡散条約
（ＮＰＴ）

１９７０．３発効
（日本は１９７６．６締結）

生物兵器禁止
条約
（ＢＷＣ）

１９７５．３発効

（日本は１９８２．６
締結）

国連総会における
核兵器廃絶決議※

（１９９４年以来我が国が
毎年国連総会に提出し、
３１年連続で採択）

令和７年１月
軍縮会議日本政府代表部

通常兵器宇宙

宇宙条約
１９６７．１０発効
（日本は１９６７．１０

締結）

軍縮会議 唯一の多数国間軍縮交渉機関
（１９６０年設立の１０か国軍縮委員会が起源。日本は１９６９年に加盟）
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国連総会第一委員会
（国連総会の下に設けられた６の委員会の一つ。軍縮・国際安全保障問題を所掌）

国連小型武器
行動計画※
２００１．７採択

トレーシング
に関する
国際文書※
２００５．６採択

特定通常兵器使
用禁止制限条約

（ＣＣＷ）

１９８３．１２発効
（日本は１９８２．６

締結））

自律型致死兵器
システムに関する
政府専門家会合
(２０１７年より継続)

クラスター弾
に関する条約
２０１０．８発効

（日本は２００９．７
締結）

対人地雷
禁止条約

１９９９．３発効

（日本は１９９８．９
締結。

第２２回（２０２５年）
締約国会議議長を

務める）

武器貿易条約

２０１４．１２発効
（日本は２０１４．５

締結）

改正議定書ＩＩ
締約国会議

１９９８．１２発効

（日本は１９９７．６
締結）

ＢＷＣ作業部会

（２０２２年１２月の
第９回運用検討会
議で設置が決定さ
れ、２０２２～２６年
にかけて実施中）

宇宙空間における軍備
競争の防止（ＰＡＲＯＳ）
に関する オープンエン

ド作業部会

（２０２３年に採択された
国連総会決議に基づく
２つの作業部会が２０２
４年の国連総会決議に
より統合され、２０２５～
２８年にかけて実施中）
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